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特定施設入居者生活介護 

介護付き有料老人ホーム グリーンリーフ  重要事項説明書 

 

１ 指定特定施設入居者生活介護サービス及び短期利用特定施設入居者生活介護サービスを提

供する事業者 

事業主体の名称  医療法人社団 紀洋会 

事業主体の代表者の氏名及び職名  理事長 余田 洋右 

事業主体（法人）の主たる事務所の所在地

（連絡先及び電話番号等） 

事業主体（法人）の主

たる事務所の所在地 

 兵庫県 

 丹波篠山市東吹 1015番1 

電話番号  079-594-1616 

ＦＡＸ番号  079-594-1617 

ホームページアドレス http://kiyoukai.com 

事業主体の設立年月日 平成3年 3月 28日 

２ 利用者に対してのサービス提供を実施する事業所について 

(1)事業所の所在地 

事業所名称  介護付き有料老人ホーム グリーンリーフ 

介護保険指定 

事業所番号 
 2871301996 

事業所所在地  兵庫県丹波市春日町野村 1996番地 

連絡先 

相談担当者名 

 0795-88-5527 

 施設長 正木 聡里 

入居定員  30人 

居室数  30室 

  

 (2)事業の目的及び運営の方針 

事業の目的 意思及び人格を尊重し、利用者の立場に立った適切な指定特定施設入居者生活 

介護〔指定介護予防特定施設入居者生活介護〕を提供することを目的とする。 

運営の方針 

入浴、排せつ、食事等の介護その他の日常生活上の世話、機能訓練及び療養上の世話 

を行うことにより、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう 

必要な援助を行う。 
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(3)事業所の職員体制 

管理者 （氏名）正木 聡里 

  

職 職務内容 人員数 

管理者 

管理者は、従業者及び実施状況の把握その他業務の管理を一

元的に行うとともに、法令等において規定される指定特定施

設入居者生活介護の実施に関し、事業所の従業者に対し遵守

すべき事項について指揮命令を行う。 

常勤 1名 

介護職と兼務 

計画作成担当者 

計画作成担当者は、利用者又は家族の希望、利用者について

把握された解決すべき課題に基づき、他の特定施設従業者と

協議の上、サービスの目標、サービスの内容等を盛り込んだ

サービス計画を作成する。 

1名以上 

生活相談員 
生活相談員は、利用者又はその家族に対し、その相談に適切

に応じるとともに、利用者の社会生活に必要な支援を行う。 
常勤1名 

看護職員 
看護職員は、常に利用者の健康の状況に注意するとともに、

健康保持のための適切な措置を講ずるものとする。 
常勤1名以上 

介護職員 
介護職員は、利用者の心身の状況に応じ、利用者の自立と 

日常生活の充実に資するよう、適切な技術をもって行う。 
9名以上 

機能訓練指導員 
機能訓練指導員は、日常生活を営むのに必要な機能の減退 

 を防止するための訓練を行う。 
非常勤 1名 

事務職員 必要な事務を行う。 1名以上 

３ 提供するサービス内容及び費用について 

(1) サービス内容 

サービス区分と種類 内容 

特定施設入居者生活介

護計画（短期利用特定

施設入居者生活介護計

画）の作成 

＜特定施設入居者生活介護＞ 

1 利用者の意向や心身の状況等のアセスメントを行い、援助の目標に応じて

具体的なサービス内容を定めた特定施設入居者生活介護計画を作成しま

す。 

2 特定施設入居者生活介護計画の作成に当たっては、その内容について利用

者又はその家族に対して説明し、利用者の同意を得ます。 

3 特定施設入居者生活介護計画の内容について、利用者の同意を得たとき
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は、特定施設入居者生活介護計画書を利用者に交付します。 

4 それぞれの利用者について、特定施設入居者生活介護計画に従ったサービ

スの実施状況及び目標の達成状況の記録を行います。 

＜短期利用特定施設入居者生活介護＞ 

1 利用者に係る居宅介護支援事業者が作成した居宅サービス計画（ケアプラ

ン）に基づき、利用者の意向や心身の状況等のアセスメントを行い、援

助の目標に応じて具体的なサービス内容を定めた短期利用特定施設入居

者生活介護計画を作成します。 

2 短期利用特定施設入居者生活介護計画の作成に当たっては、その内容につ

いて利用者又はその家族に対して説明し、利用者の同意を得ます。 

3 短期利用特定施設入居者生活介護計画の内容について、利用者の同意を得

たときは、短期利用特定施設入居者生活介護計画書を利用者に交付しま

す。 

4 それぞれの利用者について、短期利用特定施設入居者生活介護計画に従っ

たサービスの実施状況及び目標の達成状況の記録を行います。 

食事 利用者ごとの栄養状態を定期的に把握し、個々の利用者の栄養状態に応じた

栄養管理を行い、摂食・嚥下機能その他の利用者の身体状況に配慮した適切

な食事を提供します。 

入浴 入浴サービスを提供します。 

排せつ 排泄の介助にかかるサービスを提供します。 

離床、着替え、整容等

の日常生活上の世話 

1 寝たきり防止のため、出来る限り離床に配慮します。 

2 生活リズムを考え、毎朝夕の着替えを行うよう配慮します。 

3 個人としての尊厳に配慮し、適切な整容が行われるよう援助をします。 

機能訓練 機能訓練指導員により入所者及び短期利用者の状況に適した機能訓練を行

い、身体機能の低下防止に努めます。 

健康管理 1 看護職員により入所者及び短期利用者の状況に応じて適切な措置を講じま

す。 

2 外部の医療機関に通院する場合は、その介助について出来る限り配慮しま

す。 

レクリエーション等 1 利用者の身体的、精神的な疲労回復と気分転換が図れるよう各種 

サービスを提供します。       
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（レクリエーション ・ グループワーク ・ 行事的活動 ・ 体操等）   

相談及び援助 入所者及び短期利用者とその家族からの相談に応じます。 

(2) 特定施設入居者生活介護及び短期利用特定施設入居者生活介護従業者の禁止行為 

従業者はサービスの提供に当たって、次の行為は行いません。 

① 医療行為（ただし、看護職員、機能訓練指導員が行う診療の補助行為を除く。） 

② 利用者又は家族の金銭、預貯金通帳、証書、書類などの預かり 

③ 利用者又は家族からの金銭、物品、飲食の授受 

④ 身体拘束その他利用者の行動を制限する行為（利用者又は第三者等の生命や身体を保護

するため緊急やむを得ない場合を除く） 

⑤ その他利用者又は家族等に対して行う宗教活動、政治活動、営利活動、その他迷惑行為 

 

(3) 提供するサービスの利用料、利用者負担額（介護保険を適用する場合）について 

（１）特定施設入居者生活介護の利用料 

区分・要介護度 基本単位 
利用料 

円／日 

利用者負担額（円／日） 

1割負担 2割負担 3割負担 

特定施設

入居者生

活介護費 

要支援１ １８３ １８３ １８３    ３６６    ５４９ 

要支援２  ３１３  ３１３  ３１３    ６２６    ９３９ 

要介護１ ５４２ ５４２ ５４２   １０８４   １６２６ 

要介護２  ６０９  ６０９  ６０９   １２１８   １８２７ 

要介護３  ６７９  ６７９  ６７９   １３５８   ２０３７ 

要介護４  ７４４  ７４４  ７４４   １４８８   ２２３２ 

要介護５  ８１３  ８１３  ８１３   １６２６   ２４３９ 

（２）短期利用特定施設入居者生活介護の利用料 

区分・要介護度 基本単位 利用料 
利用者負担額 

1割負担 2割負担 3割負担 

特定施設

入居者生

活介護費 

(短期利用) 

要支援１    １８３    １８３    １８３    ３６６    ５４９ 

要支援２    ３１３    ３１３    ３１３    ６２６    ９３９ 

要介護１    ５４２    ５４２    ５４２   １０８４   １６２６ 

要介護２    ６０９    ６０９    ６０９   １２１８   １８２７ 

要介護３    ６７９    ６７９    ６７９   １３５８   ２０３７ 

要介護４    ７４４    ７４４    ７４４   １４８８   ２２３２ 

要介護５    ８１３    ８１３    ８１３   １６２６   ２４３９ 
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（注）短期利用特定施設入居者生活介護の利用については、介護保険給付の支給限度額を超え

てサービスを利用する場合は、超えた額の全額をご負担いただくこととなりますのでご

留意ください。 

（３） 加算料金 

算定要件を満たした場合は上記の基本部分に以下の料金が加算されます。 

（※厚生労働大臣が定める基準に準ずる） 

 又、算定要件を満たさない場合には請求をいたしません。 

加算 基本単位 
利用料 

円 

利用者負担（円） 
 

1割負担 2割負担 3割負担 

退院・退所時連携加算 

（入居日より 30日以内） 
   ３０    ３０   ３０    ６０   ９０  日 

入居継続支援加算(Ⅰ)    ３６    ３６   ３６    ７２  １０８  日 

入居継続支援加算(Ⅱ)    ２２    ２２   ２２    ４４   ６６  日 

医療機関連携加算   １００   １００  １００   ２００  ３００  月 

医療機関連携加算    ４０    ４０   ４０    ８０  １２０  月 

退居時情報提供加算   ２５０   ２５０  ２５０   ５００  ７５０  回 

夜間看護体制加算（Ⅰ）    １８    １８   １８    ３６   ５４  日 

夜間看護体制加算（Ⅱ）     ９     ９    ９    １８   ２７  日 

高齢者施設等感染対策向上加算(Ⅰ)    １０    １０  １０    ２０   ３０  月 

高齢者施設等感染対策向上加算(Ⅱ)     ５     ５    ５    １０   １５  月 

新興感染症等施設療養費   ２４０   ２４０  ２４０   ４８０  ７２０  日 

科学的介護推進体制加算    ４０    ４０   ４０    ８０  １２０  月 

ＡＤＬ維持管理加算（Ⅰ）    ３０    ３０   ３０    ６０   ９０  月 

ＡＤＬ維持管理加算（Ⅱ）    ６０    ６０   ６０   １２０  １８０  月 

生産性向上推進体制加算（Ⅰ）   １００   １００  １００   ２００  ３００  月 

生産性向上推進体制加算（Ⅱ）    １０    １０   １０    ２０   ３０  月 

個別機能訓練加算（Ⅰ）    １２    １２   １２    ２４   ３６  日 

個別機能訓練加算（Ⅱ）    ２０    ２０   ２０    ４０   ６０  月 

口腔・栄養スクリーニング加算    ２０    ２０   ２０    ４０   ６０  回 

サービス提供体制強化加算（Ⅰ）    ２２    ２２   ２２    ４４   ６６  日 

サービス提供体制強化加算（Ⅱ）   １８   １８   １８   ３６   ５４  日 
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介護職員等処遇改善加算（Ⅰイ） １４．８％   所定単位数の１４．８％  月 

介護職員等処遇改善加算（Ⅰロ） １５．９％   所定単位数の１５．９％  月 

看取り介護加算（Ⅰ）(1)～(4)  72～1280  72～1280  72～1280 144～2560 216～3840  日 

看取り介護加算（Ⅱ）(1)～(4）  572～1780  572～1780 572～1780 1144～3560 1716～5340  日 

  

そ 

の 

他 

日常生活において通常必要となる経費であって、利用者負担が適当と認められるもの（利

用者の希望により提供する日常生活上必要な身の回り品など）について、費用の実費をい

ただきます。 

 

４ 利用料、利用者負担額（介護保険を適用する場合）その他の費用の請求及び支払い方法に

ついて 

① 利用料、利用者負担

額（介護保険を適用

する場合）、その他の

費用の請求方法等 

ア 利用料利用者負担額（介護保険を適用する場合）及びその他の費

用の額はサービス提供ごとに計算し、利用月ごとの合計金額により

請求いたします。 

イ 上記に係る請求書は、利用明細を添えて利用月の翌月5日までに

請求書送付者あてにお届け（郵送）します。 

② 利用料、利用者負担

額（介護保険を適用

する場合）、その他の

費用の支払い方法等 

ア 請求月の 15日までに、下記のいずれかの方法によりお支払い下さ

い。 

(ア)事業者指定口座への振り込み 

(イ)利用者指定口座からの自動振替 

振替日：１５日：中兵庫信用金庫・ＪＡ丹波ささやま 

ゆうちょ銀行・但馬銀行・みなと銀行 

ＪＡ丹波ひかみ 

                                   

イ お支払いの確認をしましたら、支払い方法の如何によらず、翌月

の請求書と合わせて、領収書をお渡ししますので、必ず保管されま

すようお願いします。 

  

※ 利用料、利用者負担額（介護保険を適用する場合）及びその他の費用の支払いについて、

正当な理由がないにもかかわらず、支払い期日から２月以上遅延し、さらに支払いの督

促から 14日以内に支払いが無い場合には、サービス提供の契約を解除した上で、未払い

分をお支払いいただくことがあります。 

 

５ サービスの提供にあたって 
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（1） サービスの提供に先立って、介護保険被保険者証に記載された内容（被保険者資格、

要介護認定の有無及び要介護認定の有効期間）を確認させていただきます。被保険者の

住所などに変更があった場合は速やかに当事業者にお知らせください。 

（2） 利用者が要介護認定を受けていない場合は、利用者の意思を踏まえて速やかに当該申

請が行われるよう必要な援助を行います。また、居宅介護支援が利用者に対して行われ

ていない等の場合であって、必要と認められるときは、要介護認定の更新の申請が、遅

くとも利用者が受けている要介護認定の有効期間が終了する 30 日前にはなされるよう、

必要な援助を行うものとします。 

（3） 利用者に係る居宅介護支援事業者が作成する「居宅サービス計画（ケアプラン）」に基

づき、利用者及び家族の意向を踏まえて、「特定施設入居者生活介護計画」又は｢短期利

用特定施設入居者生活介護計画｣を作成します。なお、作成した「特定施設入居者生活

介護計画」又は「短期利用特定施設入居者生活計画」は、利用者又は家族にその内容を

説明いたしますので、ご確認いただくようお願いします。 

（4） サービス提供は「特定施設入居者生活介護計画」又は「短期利用特定施設入居者生活

介護計画｣に基づいて行います。なお、「特定施設入居者生活介護計画」又は「短期利用

特定施設入居者生活介護計画」は、利用者等の心身の状況や意向などの変化により、必

要に応じて変更することができます。 

（5） （短期利用）特定施設入居者生活介護従業者に対するサービス提供に関する具体的な

指示や命令は、すべて当事業者が行いますが、実際の提供にあたっては、利用者の心身

の状況や意向に充分な配慮を行います。 

 

６ 虐待の防止について 

事業者は、利用者等の人権の擁護・虐待の発生又はその再発を防止するために、次に掲

げるとおり必要な措置を講じます。 

（1） 虐待防止に関する責任者を選定しています。 

虐待防止に関する責任者  施設長 正木 聡里 

  

（2） 虐待防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催し、その結果について従業者

に周知徹底を図っています。 

（3） 虐待防止のための指針の整備をしています。 

（4） 従業者に対して、虐待を防止するための定期的な研修を実施しています。 

（5） サービス提供中に、当該事業所従業者又は養護者（現に養護している家族・親族・同

居人等）による虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速やかに、これを市

町村に通報します。 

７ 身体拘束について 

事業者は、原則として利用者に対して身体拘束を行いません。ただし、自傷他害等のお

それがある場合など、利用者本人または他人の生命・身体に対して危険が及ぶことが考

えられるときは、利用者・家族に対して説明し同意を得た上で、次に掲げることに留意

して、必要最小限の範囲内で行うことがあります。その場合は、身体拘束を行った日時、

理由及び態様等についての記録を行います。 

また事業者として、身体拘束をなくしていくための取り組みを積極的に行います。 
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（1） 切迫性･･････直ちに身体拘束を行わなければ、利用者本人または他人の生命・身体に

危険が及ぶことが考えられる場合に限ります。 

（2） 非代替性････身体拘束以外に、利用者本人または他人の生命・身体に対して危険が及

ぶことを防止することができない場合に限ります。 

（3） 一時性･･････利用者本人または他人の生命・身体に対して危険が及ぶことがなくなっ

た場合は、直ちに身体拘束を解きます。 

８ 秘密の保持と個人情報の保護について 

① 利用者

及びそ

の家族

に関す

る秘密

の保持

につい

て 

① 事業者は、利用者又はその家族の個人情報について「個人情報の保護に関する法

律」及び厚生労働省が策定した「医療・介護関係事業者における個人情報の適切

な取扱いのためのガイダンス」を遵守し、適切な取り扱いに努めるものとしま

す。 

② 事業者及び事業者の使用する者（以下「従業者」という。）は、サービス提供をす

る上で知り得た利用者又はその家族の秘密を正当な理由なく、第三者に漏らしま

せん。 

③ また、この秘密を保持する義務は、サービス提供契約が終了した後においても継

続します。 

④ 事業者は、従業者に、業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持させるた

め、従業者である期間及び従業者でなくなった後においても、その秘密を保持す

るべき旨を、従業者との雇用契約の内容とします。 

② 個人情

報の保

護につ

いて 

① 事業者は、利用者から予め文書で同意を得ない限り、サービス担当者会議等にお

いて、利用者の個人情報を用いません。また、利用者の家族の個人情報について

も、予め文書で同意を得ない限り、サービス担当者会議等で利用者の家族の個人

情報を用いません。 

② 事業者は、利用者又はその家族に関する個人情報が含まれる記録物（紙によるも

のの他、電磁的記録を含む。）については、善良な管理者の注意をもって管理し、

また処分の際にも第三者への漏洩を防止するものとします。 

③ 事業者が管理する情報については、利用者の求めに応じてその内容を開示するこ

ととし、開示の結果、情報の訂正、追加または削除を求められた場合は、遅滞な

く調査を行い、利用目的の達成に必要な範囲内で訂正等を行うものとします。(開

示に際して複写料などが必要な場合は利用者の負担となります。) 

９ 緊急時の対応方法について 

サービス提供中に、利用者に病状の急変が生じた場合その他必要な場合は、速やかに主治

の医師への連絡を行う等の必要な措置を講じるとともに、利用者が予め指定する連絡先にも

連絡します。 
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【家族等緊急連絡先】 

氏名             続柄 

住所 

電 話 番 号 

携 帯 電 話 

勤 務 先 

【主治医】 

医療機関名 

氏名 

電話番号 

 

１０ 事故発生時の対応方法について 

利用者に対する（短期利用）指定特定施設入居者生活介護の提供により事故が発生した場

合は、市町村、利用者の家族、利用者に係る居宅介護支援事業者等に連絡を行うとともに、

必要な措置を講じます。 

また、利用者に対する（短期利用）指定特定施設入居者生活介護の提供により賠償すべき

事故が発生した場合は、損害賠償を速やかに行います。 

  

なお、事業者は、下記の損害賠償保険に加入しています。 

保険会社名 株）全老健共済会 

保 険 名  居宅サービス事業者賠償事故補償制度（特定施設入居者生活介護） 

補償の概要  賠償責任保険 

１１ 心身の状況の把握 

（短期利用）特定施設入居者生活介護の提供にあたっては、居宅介護支援事業者が開催す

るサービス担当者会議等を通じて、利用者の心身の状況、その置かれている環境、他の保健

医療サービス又は福祉サービスの利用状況等の把握に努めるものとします。 

１２ 介護支援事業者等との連携 

① （短期利用）特定施設入居者生活介護の提供にあたり、居宅介護支援事業者及び保健医

療サービスまたは福祉サービスの提供者と密接な連携に努めます。 

② サービス提供の開始に際し、この重要事項説明に基づき作成する（短期利用）特定施設

入居者生活介護計画の写しを、利用者の同意を得た上で居宅介護支援事業者に速やかに

送付します。 

③ サービスの内容が変更された場合またはサービス提供契約が終了した場合は、その内容

を記した書面またはその写しを速やかに居宅介護支援事業者に送付します。（短期利用

のみ） 

１３ サービス提供の記録 

① （短期利用）特定施設入居者生活介護を提供した際には、提供した具体的なサービス内

容等の記録を行うこととし、その記録はサービスを提供した日から 5年間保存します。 

② 利用者は、事業者に対して保存されるサービス提供記録の閲覧及び複写物の交付を請求

することができます。 
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１４ 非常災害対策 

① 事業所に災害対策に関する担当者（防火管理者）を置き、非常災害対策に関する取り組

みを行います。 

災害対策に関する担当者（防火管理者）職・氏名：（  正木 聡里   ） 

② 非常災害に関する具体的計画を立て、非常災害時の関係機関への通報及び連携体制を整

備し、それらを定期的に従業員に周知します。 

③ 定期的に避難、救出その他必要な訓練を行います。 

避難訓練実施時期：（毎年２回  ５月・ １１月） 

④ ③の訓練の実施に当たって、地域住民の参加が得られるよう連携に努めます。 

１５ 衛生管理等  

(1) （短期利用）特定施設入居者生活介護の用に供する施設、食器その他の設備又は飲用

に供する水について、衛生的な管理に努め、又は衛生上必要な措置を講じます。 

(2) 食中毒及び感染症の発生を防止するための措置等について、必要に応じて保健所の助

言、指導を求めるとともに、常に密接な連携に努めます。 

(3) 事業所において感染症が発生し、又はまん延しないように、次に掲げる措置を講じま

す。 

①事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会をおお

むね６月に１回以上開催するとともに、その結果について、従業者に周知徹底していま

す。 

②事業所における感染症の予防及びまん延防止のための指針を整備しています。 

③従業者に対し、感染症の予防及びまん延防止のための研修及び訓練を定期的に実施し

ます。 

１６ 業務継続計画の策定等について 

(1) 感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する指定特定施設入居者生活介護の 

提供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計

画（業務継続計画）を策定し、当該業務継続計画に従って必要な措置を講じます。 

(2) 従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期 

的に実施します。 

(3) 定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行います。 

１７ 協力医療機関について 

事業者は、各利用者の主治医との連携を基本としつつ、病状の急変等に備えて以下の医 

療機関を協力医療機関として連携体制を整備しています。 

＜協力医療機関＞ 

       岡本病院 

兵庫県丹波篠山市東吹1015番 1 

  Tel.  079-594-1616 

１８ サービス提供に関する相談、苦情について 

(1) 苦情処理の体制及び手順 

ア 提供した介護サービスに係る利用者及びその家族からの相談及び苦情を受け付ける

ための窓口を設置します。（下表に記す【事業者の窓口】のとおり） 

イ 相談及び苦情に円滑かつ適切に対応するための体制及び手順は以下のとおりとしま

す。 
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(2) 苦情申立の窓口 

【事業者の窓口】 

（事業者の担当部署・窓口の名称） 

所 在 地  兵庫県丹波市春日町野村1996番地 

電話番号  0795-88-5527 

ﾌｧｯｸｽ番号  0795-88-5528 

受付時間  午前 9:00～午後 5:00 

窓口    施設長   正木 聡里 

【市町村（保険者）の窓口】 
所 在 地  兵庫県丹波市氷上町成松字甲賀1番地 

電話番号  0795-88-5266 （丹波市介護保険課） 

【公的団体の窓口】 
所 在 地  兵庫県神戸市中央区三宮町 1-9-1-1801 

電話番号  078-332-5617（国民保健団体連合会） 

１９ 重要事項説明の年月日 

この重要事項説明書の説明年月日 年   月   日 

  

上記内容について、説明を行いました。 

事

業

者 

所在地  兵庫県丹波市春日町野村 1996番地 

法人名  医療法人社団 紀洋会 

代表者名  理事長 余田洋右 

事業所名  介護付き有料老人ホーム グリーンリーフ 

説明者氏名   

  

上記内容の説明を事業者から確かに受け、内容について同意し、重要事項説明書の交付を受

けました。 

利用者 

住 所 
  

氏 名   

  

家族代表 

住 所 
  

氏 名   

 


